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3.6 三次元地震動データベースの整備 

 

 既存地震動を対象としたデータベースの構築を行うとともに、三次元強震動波形推定に

関する研究を併せて行い、E-ディフェンスを利用する実験研究に使用する入力地震動の提

供を目的として、三次元地震動データベースを整備する。 

 既存の地震動としては、国内外の記録を対象としてその属性に関する資料を収集、整理

しデータベースシステムを構築する。その中から、E-ディフェンスの加震特性に配慮し、

これを利用する実験研究用の入力地震動データベースに仕上げる。また、具体的に大都市

圏地域の代表的なサイトを対象に将来予測される大地震の三次元強震動波形推定を行い、

データベースの中に取り込み、その過程で、三次元強震動波形推定のための手法整備も実

施する。最終的には、データベース構築と三次元強震動波形推定で得られるこれらの知見

に基づき三次元地震動作成・選定機能を持つデータベースとして仕上げる。 

 検討項目としては、 

(1) 統計的手法による大地震強震波形の予測及び三次元データベース化に関する研究 

(2) 三次元地震動データベースの構築に関する研究 

(3) 三次元強震動波形推定に関する研究 

とし、(2)及び(3)の成果を踏まえ、(1)で E-ディフェンスを利用する実験研究に使用する

三次元地震動データベースとしてまとめる。 
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3.6.1 統計的手法による大地震強震動波形の予測及び三次元地震動データベース化に 

関する研究 
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(1) 業務の内容 

 

(a) 業務題目 

  統計的手法による大地震強震動波形の予測及び三次元地震動データベース化に関する

研究 

 

(b) 担当者 

所属機関 役職 氏名 メールアドレス 

独立行政法人防災科学技術研究所 特別研究員 阿部健一 ken-abe@bosai.go.jp

 

(c) 業務の目的 

 国内外の既存の地震動記録を対象としてその属性に関する資料を収集、整理し、三次元

地震動データベースシステムを構築する。さらに、具体的に大都市圏地域の代表的なサイ

トを対象に将来予測される大地震の三次元強震動波形推定を行い、データベースの中に取

り込み、その過程で、統計的手法も含め三次元強震動波形推定のための手法整備も実施す

る。これらを踏まえ、三次元地震動作成・選定機能を整備し、併せて E-ディフェンスの加

振特性に配慮し、これを利用する実験研究用の入力地震動データベースに仕上げる。 

 

(d) ３カ年の年次実施計画 

1) 平成１４年度： 

三次元地震動データベース化の全体計画策定を行い、データベースシステムの全体骨

子を作成し、内外の既存地震動の収集と属性調査のうえシステム構築を行い、想定大地

震動の予測波形も含み、併せて地震動波形予測機能を持つシステムを目指すこととした。

予測機能の中には、統計的予測手法も含み、これに関する文献調査を実施した。統計的

波形合成法の手法については、各成分間の振幅スペクトルの関係、および振幅スペクトル

と位相スペクトルを関係づける Wiener-Lee 変換に関する検討を行った。一例として

2000 年鳥取県西部地震の 10 月 8 日余震記録（水平 2 成分：美保関観測点）を用い、そ

の振幅スペクトルから位相スペクトルを Wiener-Lee 変換により求め、観測記録の再現

性に関する検討を行ない、フーリエ振幅スペクトルの情報のみから原波形が十分に再現

出来ないことが分かった。これらのことから、本研究では３次元的な振幅スペクトル間

の関係とともに位相スペクトルの特性把握が重要な課題であることが分かった。 

 2) 平成１５年度： 

統計的手法による大地震強震動波形の予測では、位相特性を考慮した波形合成法構築

のため、サイトの位相特性に基づく波形推定法の検討を行い、併せてそのための地震動

収集を実施する。また、E-ディフェンスのためのインターフェイスシステム構築のため、

加振性能限界の観点からの基準整備のための要件抽出を行う。 

3) 平成１６年度： 

収集地震動記録に基づく統計解析として、位相評価を考慮した強震動波形予測法とし

て仕上げるために、振幅および位相の成分間差異検討をおこなう。さらに、E-ディフェ

ンス用データベースのインターフェイスシステムの骨子構築のため、実験ユーザーサイ

ドからの整理要件と、加振限界性能面から整理された要件に対する基準整備を進める。 
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(2) 平成 16 年度の成果 

 

(a) 業務の要約 

1) 収集強震動記録に基づく位相特性の検討 

昨年度収集した記録のうち、基盤相当の岩盤露頭を含む観測点をもつ KASSEM 観測網デ

ータを対象として、スペクトルインバージョンを実施し、観測サイトのスペクトルを震源

特性、伝播特性およびサイト特性の 3 種類のスペクトルに分離した。同時に観測サイトの

地震動にウェーブレット変換を行い、得られたウエーブレット係数から求まるウェーブレ

ットスペクトルがパワースペクトルと等価であることを利用して、基盤相当の岩盤露頭の

観測記録から位相情報を考慮した伝播特性を求め、位相情報を考慮した地震動予測を可能

とした。 

2) データベース化のためのインターフェイス検討 

 実験ユーザーサイドからのデータベース利用上の要件整理として 3.6.2 で完成するプロ

トタイプのデータベースシステムおよび 3.6.3 の三次元強震動波形の推定に関する研究か

ら得られるシミュレーション波に対して行う。あわせて、加振限界性能面から整理された

制約条件を考慮して、プロトタイプのデータベースシステムに対する E ディフェンス用デ

ータベースのインターフェイスシステムの骨子を構築した。 

 

(b) 業務の実施方法 

 

1) 収集強震動記録に基づく位相特性の検討 

昨年度収集した記録のうち、基盤相当の岩盤露頭を含む観測点をもつ KASSEM 観測網デ

ータを対象として、位相評価を考慮した強震動波形予測法として仕上げるため振幅および

位相の成分間差異検討を統計的手法によりおこなう。 

2) データベース化のためのインターフェイス検討 

 E-ディフェンス用データベースのインターフェイスシステムの骨子構築を、実験ユーザ

ーサイドからの要件整理として 3.6.2 で完成するプロトタイプのデータベースシステムに

基づき行い、あわせて加振限界性能面から整理された要件にたいする基準整備を進める。 

 

(c) 業務の成果 

 

1) 収集強震動記録に基づく位相特性の検討 

昨年度は、KASSEM 観測網データを対象として、４１地震によるスペクトルインバージョ

ン解析を実施し、震源特性、伝播特性、サイト特性の分離を行い、基盤相当の岩盤露頭で

のサイト増幅率は、地盤調査を実施して解析的に得られる増幅率に概ね一致することを示

した。 

 インバージョン解析は、観測点スペクトル Oij が震源スペクトル Si、サイト増幅スペク

トル Gj および Q 値に基づく exp 関数である伝播スペクトルの積で与えられると仮定して、

幾何学的距離減衰を考慮して、（１）式で示される。 

 

                                       （１） 

  
)/exp()()()( 1

VQf ssijijjiij RRGSO fff π−⋅⋅⋅= −
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              ここで、Rij：i 地震によるｊサイトでの震源距離（ｋｍ） 

           Vs：伝播媒質のせん断波速度（3.7km/s） 

(1)式を線形化するため、両辺で対数をとり(2)式のように変形する。 

 

      

（２） 

 

成層地盤を仮定できるサイトの場合は、地盤表面でのサイト増幅率の最小値は、2.0 であ

ることから、(3)式を拘束条件として与えた。 

 

0.2)( ≥fG j                    （３）       

 

また、地形効果の影響を受けると考えられるサイトについては、(3)式ではなく(4)式に示

す 0.05 を最小値として与えた。 

 

                                      （４） 

 

(1) 式に示される定式化を概念的に表すと図１のようになる。 

 

 
 

Path Effect Site Effect 
Source Effect 

 

図１ スペクトルインバージョンの概念 

 

なお、昨年度解析対象とした 41 地震の震央位置と観測点位置は、図２に示す。本年度

は、このうち、福島県沖に震央位置を持つ 20 地震を対象として再度、スペクトルインバー

ジョン解析を実施した。解析に含めたサイト数は、図２に示す S1 から S8 の８サイトとし、

基盤相当に近い岩盤露頭サイトとしては、S4 サイトと S1 サイトである。 

 

 

)/(log)log()log()log)log( ( VQf ssijjirefij ReGSRO π−−++−=′

05.0)( ≥fG j
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図２ 震央位置と観測点位置 

 

 スペクトルインバージョン解析においては、当然ながら位相情報を扱うことは出来ない

ため、昨年度検討したウェーブレット解析１）を導入してスペクトルインバージョン解析結

果と連動させて位相特性の検討を行う。 

 

 ウェーブレット解析は、図３の定式化で示されるように、時系列波形 f(t)を、適当なア

ナライジングウェーブレットΨ(t)を用いて、スケール変換を２のべき乗にとり離散的な平

行移動によって得られるΨj,k(t)を介して、ウェーブレット係数αj,k に展開するものであ

る。 

 

 )()( ,, ttf kjkjkj ψαΣΣ=

)2(2)( 2/

,
ktt jj

kj
−= ψψ

dttftkjkj )()(
*

,, ∫
∞

∞−
= ψα

離散的な平行移動（ の形で時刻）
とスケール変換（jはスケール）

2/ jk

 
図３ インバージョン解析の定式 3) 

 

 昨年度の検討で示したように Meyer-Yamada のアナライジングウェーブレットを用いる

と、以下の(5)式で与えられる各ｊ次のウェーブレットスペクトル振幅値 Ej は、ｊ次に対
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応する周波数のパワースペクトル振幅値に一致することが示された４）。 

  ∑∞
=

k kjjE α ,

2
                           （５） 

 

ウェーブレット係数αj,k には、ｊ次の周波数範囲での位相情報が含まれているため、(5)

式により振幅と位相情報を結び付けていることになる。 

図４に、一例として S1 サイトにおける観測波のパワースペクトルと各ｊ次のウェーブ

レットスペクトルの比較を示す。 
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図４ ウェーブレットスペクトルとパワースペクトルの比較 

 

 一方、スペクトルインバージョン解析によって観測サイトのスペクトル振幅値は、サイ

ト増幅スペクトル、伝播スペクトルおよび震源スペクトルの積で与えられる。 

 

ここで対象とする観測網は、岩盤サイトを主体とした記録であるためサイトでの増幅効

果は、表層付近の風化の影響が主な要因で時間的ズレは少ないと考えられる。また、マグ

ニチュードの小さな地震においては、サイトまでの伝播時刻に比べ断層滑りの時間的ズレ

は無視できるものとすると、スペクトルインバージョン解析とウェーブレット解析は、伝

播スペクトルを介して次のように結び付けることが出来る。 

 すなわち、(1)式のインバージョン解析の定式から伝播スペクトルは、次のようになる。 

 

Psp(f)=exp(-πf・Rij/(Qｓ・Vs))=Rij・Oij(f)/(Si(f)・Gj(f))        （６） 

 

また、ウェーブレット解析においては、サイト特性と震源特性の時間的ズレが伝播時間に

比べ無視できると仮定すると、(5)式の関係から伝播特性に関するウェーブレット係数は、
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以下の(7)式で与えられる。 

αp 
j,k,i = Riα

O
 j,k,i / Sj,i(f)・Gj(f)           （７） 

 

スペクトルインバージョン解析は、加速度観測記録の減衰０％の速度応答スペクトルを

（加速度フーリエスペクトルを包絡する）周波数刻みで 130 ポイントについて計算した結

果とウェーブレット解析との対比で代表ポイントについて計算した結果の両ケースについ

て行った。 

 ウェーブレット解析と対比するために、各次数ｊ毎にサポートする(8)式の周波数範囲に

基づき 

T d

j

3
2 ≤ f j

 ≤ T d

j

3
2

2+

              （８） 

         ここで、ｊ：サポート次数 

             ｆｊ：ｊ次のサポート周波数 

             Tｄ：継続時間（sec） 

2ｊ＋１/(3Tｄ)を各ｊ次ごとの代表周波数とした。(8)式においては、隣り合うサポート区間

との間で周波数範囲に重なりがあるため、代表周波数に対する速度応答スペクトル値は、

(1/8)( 2ｊ＋2/Tｄ)と(1/4) ( 2ｊ＋2/Tｄ)の間にある周波数ポイントのスペクトル値の幾何平

均を与えた。 

 以下に、インバージョン解析結果として得られた Q 値ならびに基盤相当の岩盤露頭であ

る S1 サイトおよび S4 サイトの増幅スペクトルを示す。ここで、全スペクトルポイントと

は、周波数刻み１３０ポイントでの結果を示し、代表スペクトルポイントとは、(5)式での

区間を代表する周波数として 2ｊ＋１/(3Tｄ)を与えた。得られた結果は、昨年の 41 地震によ

るインバージョン解析結果２）とほぼ同一であり、地震の数による差異は小さいといえる。 
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図５ Q 値 
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図６ S1 サイト増幅スペクトル 
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図７ S4 サイト増幅スペクトル 

 

図４に示したようにウェーブレットスペクトル振幅値は、パワースペクトルと整合性が

あるため、上記の図５から図７に示す結果を使って（７）式で得られる基盤露頭相当の S1

および S4 サイトのウェーブレット係数は、伝播スペクトルそのものに位相情報を保持した

形で与えていることになる。 
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2) データベース化のためのインターフェイス検討 

 E ディフェンスにおけるデータベースシステムは、概ね図８に示すように専用 PC を装備

し Input Motion Data Base(IMDB)として整備していくことが望ましい。 

 現在、3.6.2 項三次元地震動データベース構築に関する研究から国内外各機関で収集さ

れた地震動記録を統一フォーマットで登録して既存地震動に関するプロトタイプのデータ

ベースが構築されている。さらに、3.6.3 三次元地震動波形の推定に関する研究から過去

に発生した大地震や今後起こると予想される大地震の代表的な地点のシミュレーション波

形が加えられ、Strong Motion Data Base(SMDB)としての構築を目指しているが、いずれに

せよ国内外各機関の膨大な既存波がその中核をなす。SMDB の構築で三次元地震動データベ

ースの整備の当初の目的は達することになるが、それら、既存波は、データベース上から

波形を直接ダウンロードできるものばかりではなく、別途使用許可の必要なものも含まれ、

一方震動台の加振性能という観点からは、入力予定の地震波については、事前検証が必要

となる。また、膨大なデータのなかからそのつど地震動を選定する必要性がまったくない

わけではないが、破壊実験用として相応の強度をもつ地震動、特に有名地震の記録は事前

に選定してすぐに使用可能な状況にできることが望ましい。 

そうした点から、SMDB の E ディフェンスへの専用化という点では、加振性能検証機能を

持ち、破壊実験用に適した地震動をユーザーが直ちに利用でき、また、標準的な地震動波

形を作成できるようなインターフェイス機能をもつ IMDB への機能拡充の必要がある。本年

度は、実験ユーザーサイドからの要件整理を行い、その上で加振限界性能面から制約され

る条件を組み合わせて E-ディフェンス用データベースのインターフェイスシステムの骨

子構築を行う。 

 

 

図８ E ディフェンスにおける地震動データベースシステムの概念 
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実験ユーザサイドからの要件として、以下のものが抽出される。 

① 破壊実験用の地震動の抽出 

・過去の大地震記録 ：短周期地震動／中周期地震動／長周期地震動 

スペクトル：加速度・速度・変位応答スペクトル 

地震動諸元：最大値・発震日時・震源位置・地震規模・観測点諸元・震源距離・深

さ 

サイト特性：地盤種別・地形・地盤構成・PS 検層 

・ シミュレーション地震動：短周期地震動／中周期地震動／長周期地震動 

スペクトル：加速度・速度・変位応答スペクトル 

地震動諸元：最大値・震源位置・地震規模・観測点諸元・震源距離・深さ 

サイト特性：地盤種別・地形・地盤構成・PS 検層 

シミュレーション手法：統計的手法・経験的グリーン関数法・統計的グリーン関数

法・ハイブリッド法 

震源断層破壊モデル：基準位置・長さ・幅・走行・傾斜・すべり方向・地震モーメ

ント・アスペリティモデル 

② 標準波形推定法のための要素地震動の抽出 

・ 対象サイトに対する過去の大地震震源域近傍地震：SMDB からのカテゴリー検索、地

図検索 

  

一方、加振限界性能面からの制約条件については、昨年度整理したもの４）を列記すると

以下のようになる。 

① 単一正弦波加振での限界性能線に対する判定基準 

② 入力地震動の長周期信頼限界周期の抽出 

③ 正弦波での加振可能波数と入力される地震動の継続時間やその主要周期の波数の制限 

④ 地震動の速度と加速度の軌跡が、加振機及びサーボ弁の加振推力（加速度に等価）と加

振速度で描く限界線内である制限 

⑤ 加振予定の入力地震動に対する消費油量（20000L）の制限 
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 SMDB に対して上記のような基本骨子から構成されるインターフェイス機能を持つ IMDB

のシステムの参考イメージを整理すると次のようになる。 

 

①地震動の選択： 

既存地震動・シミュレーション地震動・推定標準波形の 3 種類から選択する。既存地震

動の場合は、過去の大地震記録を選べるようにし、予め抽出された地震動を直接選択可能

とし、実験用地震動としてより適切な要素地震動を選択する場合は、SMDB へ移り検索可能

とする。シミュレーション地震動の場合は、これまで推定された波形を上記基準で選択可

能とする。ユーザーが、自身で波形推定を実施する場合は、推定標準波形を選択し、標準

波形推定法（経験的グリーン関数法や標準的な統計的推定法）による波形推定を可能とす

る。 

図９ 地震動の選択画面例 

②長周期信頼限界周期の算出 

加速度より、速度や変位波形を求める場合に問題となる長周期ノイズを除去するために、

長周期の信頼限界を把握して、遮断周期を設定する。設定方法の手法はユーザーが選択す

る。選択画面の例を図１０に示す。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１０ 長周期信頼限界周期の抽出 
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③ 単一正弦波加振での限界性能線に対する判定基準 

加振性能限界を考慮して、入力地震動を設定する。振動台搭載質量を入力し、単一正弦

波加振での限界性能の検討を行う。限界性能ラインを超えている場合は、自動修正または

ユーザー修正を選択してもらう。 

図１１ 加振性能限界の検討画面表示例 

④ 正弦波での加振可能波数と入力される地震動の継続時間やその主要周期の波数の制限 

正弦波での加振可能波数と入力される地震動の継続時間やその主要周期の波数との関

係の検討を行う。許容される波数、振幅を超えている場合、修正項目（振幅、波数）を選

択し、修正する。 

図１２ 許容される端数、振幅の修正画面表示例 
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⑤ 地震動の速度と加速度の軌跡が、加振機及びサーボ弁の加振推力（加速度に等価）と

加振速度で描く限界線内である制限 

地震動の速度と加速度の軌跡が、加振機及びサーボ弁の加振推力（加速度に等価）と加

振速度 

で描く限界線内にあるか検討する。限界線を越えている場合、入力動の加速度、速度を

修正する。 

図１３ 入力地震動の加速度・速度の修正画面表示例 

⑥ 加振予定の入力地震動に対する消費油量（20000L）の制限 

加振するのに必要油量を算出する。そして、必要油量が制限油量 20000 リットルを超え

ている場合は、入力動の速度振幅、継続時間を修正する。 

図１４ 三軸軸同時加振時の各地震波の消費油量４） 
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(d) 結論ならびに今後の課題 

 

1) 収集強震動記録に基づく統計解析 

KASSEM 観測網データのスペクトルインバージョン解析により震源特性、伝播特性、サイ

ト特性の分離を行った。同時にウェーブレット解析を実施して得られたウエーブレット係

数を震源特性とサイト特性の積で割った係数からウェーブレットスペクトルを計算し、そ

のスペクトルがスペクトルインバージョンでの伝播特性と一致していることから、位相特

性を考慮した伝播特性を求めることが出来た。 

この検討から伝播特性によるウェーブレット係数を個別サイトに対して定め、ウェーブ

レット逆変換によりサイト固有の波形を求める手法構築を可能にした。 

 

2) データベース化のためのインターフェイス検討 

 E-ディフェンス用データベースのインターフェイスシステムの骨子構築を、実験ユーザ

ーサイドからの要件整理と加振限界性能面から整理された要件にたいする基準整備を行っ

た。 

 実験ユーザサイドからの要件整理と加振限界性能面から整理される制約条件を加味し、

E-ディフェンス用データベースのインターフェイスシステムの骨子を構築した。 

 

 今後の課題としては、開発した Meyer and Yamada のウェーブレット変換逆変換の解析ツ

ールを用い、サンプルサイトデータ群に K-Net 及び Kik-Net のデータを加味し、位相評価

を考慮した強震動波形予測法として仕上げること、及び 3.6.2 と 3.6.3 の成果を取り込み

E-ディフェンス用データベースのインターフェイスシステムを構築することである。 
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(3) 平成１４～１６年度業務のまとめ 

 

統計的波形合成法の手法検討では、まず３次元の人工地震波を作成するための文献調査を

行い、概要をまとめた。具体的には、各成分間の振幅スペクトルの関係、および振幅スペ

クトルと位相スペクトルを関係づける Wiener-Lee 変換に関する文献を取り上げた。調査

した文献からは、ほぼ 2Hz より低周波数領域における水平加速度フーリェスペクトルは断

層破壊伝播の方向性や震源のラディエーション特性を反映していること、Wiener-Lee 変
換を適応した 1979Imperial Valley 地震の解析では、本震記録に再現性はないが余震記録

は十分再現できることが確認された。次に、特定サイトの強震動予測では、大地震による強

震動記録を対象とする解析に先立ち、一例として 2000 年鳥取県西部地震の 10 月 8 日余震

記録（水平 2 成分：美保関観測点）を用い、その振幅スペクトルから位相スペクトルを

Wiener-Lee 変換により求め、観測記録の再現性に関する検討を行なった。その結果、

1979Imperial Valley 地震の場合とは異なり、2Hz より低振動数の地震動は、フーリエ振

幅スペクトルの情報のみから原波形がよく再現できるが、5～6 Hz より高振動数の地震動

はランダム性が強く、フーリエ振幅スペクトルの情報のみから原波形は十分に再現出来な

いことが分かった。これらのことから、本研究では３次元的な振幅スペクトル間の関係と

ともに位相スペクトルの特性把握が重要な課題であることが分かった。 

また、位相特性を取り込んだ地震動波形推定法の構築のために、現状の模擬地震動の作

成法の評価を実施した。その結果、Bilgolen and Irikura が提案するウェーブレット変換

を利用したサイトの位相特性に基づく波形推定法を取り上げ、  波形推定法のために

Meyer and Yamada のウェーブレット変換逆変換の解析ツールを開発するとともに、サン

プルサイトデータ群として将来的に K-NET、KiK-net の補完となりうる電力中央研究所強

震観測網及び KASSEM の強震観測データの収集を実施した。また、インターフェイスシ

ステム構築のため、加振性能限界の観点からの基準整備のための要件を抽出した。 
さらに、昨年度収集した記録のうち、基盤相当の岩盤露頭を含む観測点をもつ KASSEM

観測網データを対象として、スペクトルインバージョンを実施し、観測サイトのスペクト

ルを震源特性、伝播特性およびサイト特性の 3 種類のスペクトルに分離した。同時に観測

サイトの地震動にウェーブレット変換を行い、得られたウエーブレット係数から求まるウ

ェーブレットスペクトルがパワースペクトルと等価であることを利用して、基盤相当の岩

盤露頭の観測記録から位相情報を考慮した伝播特性を求め、位相情報を考慮した地震動予

測を可能とした。 

 

 一方、実験ユーザーサイドからのデータベース利用上の要件整理として 3.6.2 で完成す

るプロトタイプのデータベースシステムおよび 3.6.3 の三次元強震動波形の推定に関する
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研究から得られるシミュレーション波に対して行う。あわせて、加振限界性能面から整理

された制約条件を考慮して、プロトタイプのデータベースシステムに対する E ディフェン

ス用データベースのインターフェイスシステムの骨子を構築した。 

 

 


